
 平成23年度当初予算　予算要求シート

-

今年度要求のポイント

関連事業

21年度から事業実施 23年度末事業終了

【経過（～22年度】 【23年度】

特定旧法指定施設が対象となる新体系事業所等へ移行した月におい
て、当該月の利用者数に応じて、事業所等に助成を行う。

○対象事業
生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行
支援、就労継続支援Ｂ型、施設入所支援
○補助単価（平成23年度）
日中活動系：1人につき5,400円
施設入所支援：1人につき4,500円
○補助割合
国１／２、府１／４、市１／４

事業内容

　H21　～　H23　　

特定旧法指定施設新事業移行促進事業費 1,644

項目

旧法施設の経過措置最終年度であり、当事業も23年度限りで終了予定である。

22年度予算 23年度要求額 内容・積算等

主な要求内容 （単位：千円）

平成22年度予算額 平成23年度要求額

2,1511,644

全体事業費 4,592

(単位　千円)

平成21年度決算額

2,151
施設入所支援　@4,500円×190人=855千円

日中活動系　@5,400円×(50人+190人)=1,296千円

1,644 2,151

事 業 名

【今後（～24年度】

その他　特記事項スケジュール（経過及び今後展開）

合計

整理番号 11

障害者自立支援法による制度改正に係る激変緩和措置の一環として、
新体系への移行に伴うコストの増加等に対応できるよう、移行した新
体系事業所に一定の助成を行う事業を設けることによって、旧体系施
設から新体系への移行を促進することを目的とする。

事業目的

797

特定旧法指定施設新体系事業移行促進事業

094

事 業 費

事業期間

健康福祉局   障害福祉課局・課名／　　


